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はじめに（策定趣旨、対象期間等） 
 

 熊本県立高等技術専門校（以下「専門校」という。）は職業能力開発促進法の規定により

都道府県に設置するものとされている職業能力開発校である。 

 専門校は昭和 21 年（1946 年）8月に熊本県立熊本特設補導所として設置された後、関係

法令等の改正に対応し名称変更等を数次行い、現在に至っている。 

 職業能力開発校では、施設内訓練（開発校にある実習室等の中（施設内）で行う教育訓練）

のほか、国（厚生労働省）からの委託事業として委託訓練（施設内訓練に対しては施設外訓

練となる。）を実施している。 

 専門校の施設内訓練は、現在、自動車車体整備科、電気配管システム科、総合建築科、販

売実務科（対象は知的障がい者）の４科により実施している。 

 

 本県では、平成 28 年熊本地震の発生以前から少子高齢化や若者の県外流出などに伴う産

業人材不足への対応は本県が抱える重要な課題として取組みを進めてきたところであるが、

震災を機に、産業人材不足は深刻化しており、熊本の復興と将来を担う人材を育成・確保し

ていく取組みを進めることは喫緊の課題となっている。 

震災からの復興需要の終息した後の、本県の地域社会を見通すとき、実践技能者を養成し

本県の地域産業に人材を輩出していく専門校の役割はますます重要になってくる。 

専門校がその役割を十分果たしていくためには、公共職業能力開発施設（職業能力開発校）

を構成する３つの要素である充実した実習室等（建物）、職業訓練指導員（先生・人）、訓練

生（生徒・人）を確保していくことが必要となる。 

 

この熊本県立高等技術専門校施設内訓練ビジョン（以下「ビジョン」という。）は、平成

28 年度に設立から 70 年を迎えた専門校の施設内訓練について、これを将来にわたって充実

していくため、これまで行ってきた教育訓練の実施状況を点検・評価し、今後の方向性を整

理し、今後これに関する取組みを進めて行くために策定したものである。 

策定に当たっては、平成 31 年 3 月に「職業能力開発施設拠点化高等技術専門校施設内訓

練検討委員会」を設置し、委員意見を聴取し取りまとめを行った（右記参照）。 

 

このビジョンの対象期間は、「熊本県総合計画（４カ年戦略）」の次期計画期間である令和

2年度（2020 年度）から令和 5年度（2023 年度）と合わせることとしているが、今後は「熊

本県総合計画」の改訂時期に合わせて、このビジョンの内容を改訂していくことを予定して

いる。 

熊本県立高等技術専門校 

熊本県労働雇用創生課 

 
※ 以上は 1／2 冊記載分の再掲 
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委員会の設置について 

熊本県立高等技術専門校（以下「専門校」という。）が公共職業訓練施設としての

役割を果たし、熊本の地域産業を支える有為な人材を将来にわたり安定的に育成・輩

出していくためには、訓練を充実していくことが必要。 

専門校の各実習棟をはじめとする建物は、全体的に老朽化していることから、今後、

建物の再整備（ハード整備）に向けた準備作業を進めて行くこととしている。訓練の

充実に当たっては、ハード整備とともに、時代の変化や技術革新に対応したカリキュ

ラムの見直しなどソフト面を充実させることが重要。 

このため、専門校の施設内訓練（自動車車体整備科、電気配管システム科、総合建

築科及び販売実務科をいう。）の充実等に関する具体的な内容を検討するため、有識

者等による「職業能力開発施設拠点化 高等技術専門校施設内訓練検討委員会」を平

成 31 年 3 月に設置した。 

 

販売実務科部会で行った検討内容 
 

 ○ 販売実務科を設置した平成１６年度以降の社会情勢の変化を踏まえて、科設置の

必要性の確認や、販売実務科の今後の方向性等について検討を行った。 

 ○ 会議は下記載のとおり開催し、各回の会議資料（委員意見要旨を含む。）は添付

（１２ページ以降の資料編）のとおり。 

 ○ 委員意見を踏まえ、事務局において、資料「販売実務科の今後の方向性」を３ペ

ージから９ページまでとおり取りまとめた。 

   ※ 科の入校対象者については、委員から様々な御意見をいただいたことから、

それらの意見を特記事項として１０ページに記載した。 

 

会議開催状況 

平成 31 年（2019 年） 3 月 20 日  第１回 委員会 

平成 31 年（2019 年） 4 月 22 日  第１回 販売実務科部会 

令和 元年（2019 年） 6 月 10 日  第２回 販売実務科部会 

令和 元年（2019 年）10 月 25 日  第３回 販売実務科部会 

令和 ２年（2020 年） 1 月 28 日   第４回 販売実務科部会 

 

委員名簿・・・87 ページ 

 

進行管理／見直し等 

○ 今後はこの「販売実務科の今後の方向性」に沿った取り組みを進め、R2 年度、R3

年度、R4 年度の科の運営状況等を踏まえ、R5 年度ごろに（状況によっては前倒し

の可能性もある）、それまでの取り組みを点検し、再度の見直しを行う。 
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販売実務科の今後の方向性について 
 

 

 

 

各高等支援学校や特別支援学校高等部、各就労移行支援事業所の教育・訓練内容との

役割分担・棲み分けを図り、知的障がいのある方のさらなる就労支援、自立支援に貢献

する。 

  

 

 

１ 販売実務科の役割（ミッション）の再設定 
 

 ○ 県では、障がいのある人の自立に向けて、労働、福祉、保健・医療、教育等の様々な施

策により、就労支援や職場定着支援に取り組んでいるところ。 

  

  ○ 熊本県立高等技術専門校に設置する障がいのある方を対象とする施設内訓練科（＝販売

実務科）は、委託訓練・ソフトウェア開発訓練・福岡障害者職業能力開発校・鹿児島職業

能力開発校などと相まって、県内の障がいのある方に対して職業訓練を提供しているとこ

ろであるが、今般、当該科の今後の方向性等を次のとおり定め、地域に貢献する人材の育

成を推進していく。 

 

≪科の目的≫ 

 

変更前（現行） 

 

“現行の販売実務科設置要項に記載の目的” 

知的障がい者に対する職業訓練機会を提供し、職業能力の習得を通じて雇用促進

を図ることを目的とする。 

 

変更後 

   

   一般就労を目指す知的障がいのある方（離職者や福祉的就労に従事する者、新規学卒者な

ど）に対して、本人の希望や能力に応じたきめ細やかな職業訓練を実施し、企業や事業所等

から選ばれる人材の育成及び本人の希望に応じた就職支援を行い、一般就労の促進を図る。 

 

  就職後は関係機関と連携した支援により雇用継続やキャリア形成を図り、障がいのある方

の更なる自立に繋げる。 

  

 

 

    上の取り組みを進めることで、（就職先）事業所の雇用意欲の更なる喚起や、これ

まで障がいのある方を雇用したことがなかった職種・事業所を新たに開拓すること

で、障がいのある方の雇用のすそ野を広げる役割を目指していく。 

 

  

 

 

基本的な考え方 
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（果たすべき機能） 

一般就労を目指す新規学卒者（ア．高校・特別支援学校・中学等の学校卒業時点

で就職に結びつかなかった生徒。イ．学校卒業後更に実践的な職業訓練の受講を希

望する生徒。）及び学卒未就職者に対して実践的職業訓練を提供する。 

      一般就労を目指す離職者（主に若年者）や福祉的就労従事者（主に若年者）に対

して実践的職業訓練を提供する。＜再訓練を提供する場＞ 

 

※ 特別支援学校に比べ、生徒・保護者による販売実務科の認知度が低いと 

考えられる高等学校（私立学校を含む。）への周知活動を強化していく。 

※ 高等学校への周知については、就労移行支援事業所が少ない地域にある 

高等学校への周知活動を強化していく。 
 

２ 科（入校対象者／訓練内容等）の再構成 
  

（１）入校対象者 

  変更前（現行） 

    軽度の知的障がいを有し、次の全ての要件に該当する方。 

    ① 就労意欲があり、かつ職業訓練の受講に意欲がある方 

    ② 療育手帳を取得している方または公的機関で同等の判定を受けた方 

    ③ 応募時に職業に就いておらず、公共職業安定所において求職登録をしている方 

    ④ 自宅または居所（グループホーム等を含む。）から本校や実習先に自力で通所 

可能な方 

 

変更後 

    知的障がいのある方で、次の全ての要件に該当する方。 

① 一般就労（注）を目指す意欲・意思があり、かつ職業訓練の趣旨や内容を理解し、 

就職に向けた訓練の受講が可能な方 

② 療育手帳を取得している方または公的機関で同等の判定を受けた方 

③ 応募時に職業に就いておらず、公共職業安定所において求職登録をしている方 

④ 自宅または居所（グループホーム等を含む。）から本校や実習先に自力で通所 

可能な方 

   （注）「一般就労」とは、ここでは企業等に就職し労働契約を結んで働く就労形態のことを指し

ます。障害者総合支援法における就労系福祉サービス（就労継続支援 A 型事業、就労継続

支援 B 型事業）は、ここでは「一般就労」に含まれません。 

 

【補足】知的障がいと他の障がいを重複されている方は、これまでどおり応募の対象者となる。 

 
     ※ 入校検討者及び関係者等に今回の入校対象者に関する記載内容の変更についてその趣旨や

内容を適切に理解されるよう、周知活動に努めていく。具体的手法は「４ 科の存在や修了

生の状況を県民や関係者にお知らせする周知活動等の強化」を参照。 

 

○ 

○ 
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（２）訓練期間 

   現行のとおり１年間とする。 

（３）入校時期 

   現行のとおり、４月入校１３人、１０月入校３人とする。 

（４）訓練内容 

① 集合訓練について 

 

    

○ 求職障がい者、企業（事業主）、地域の各ニーズを踏まえて訓練内容を充実していく。 

    

○ 各高等支援学校や特別支援学校高等部、各就労移行支援事業所の教育・訓練内容 

との役割分担・棲み分けを図る。 

   

○ 現在の訓練より実践的、専門・特化的な訓練を充実していく。 

 

 

 

 

＜実践的、専門・特化的な訓練の具体的な職種分野について＞ 

      

      当面は、現在行っている「事務」「物流」「販売」「製造」の４つの職種分野の深度

を深めて（内容を充実して）いく。 

 

 

 

 

 

 

       今後は、基本的考え方に沿って、職種分野は柔軟に対応していく。 

                               

 

    （参考）ひのくに高等支援学校 

・・・園芸科、工芸科、ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ科（ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ）、ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ科（皮革工芸）、窒業科 

② 企業派遣実習について 

現行の状態（年間に５事業所程度）を継続する。 

その際、本人が様々な職種や事業所を経験した後に、就職先を選定することが 

できるよう指導する。 

※ 実習先は本人に様々な職種を経験させる観点から選定する（２事業程度）。  

※ 本人が希望する職種、事業所を尊重する（３事業所程度）。 

     ※ 農福連携推進の観点からも特に農業分野の実習にも配慮する。 

     ※ 実習先は、これまでに販売実務科の実習生を受け入れたことがない新規事業所

の開拓に努める。 

基本的考え方

今後は（将来的には） 
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（５）就職退校について 

就職後、職場に定着しキャリアアップするためには、確かな職業能力を身に付けること

が重要であるため、所定の訓練期間修了後に仕事に就くということを基本的な考え方とし

て今後も堅持する。 

   ただし、就職退校するかどうかの判断は訓練生の判断による。 

 

 

 

 

３ 指導員の資質向上について 

  訓練内容を充実するためには指導員の指導能力の向上が重要。 

  このため、次のとおり資質向上に取り組んでいく。 

  ○ 福岡・鹿児島障害者職業能力開発校への研修派遣 

  ○ 職業能力開発総合大学校の職業訓練指導員研修（コース）への派遣 

  ○ 県内外の関係機関が開催する各種研修会への派遣 

 

 

 

４ 科の存在や修了生の状況を県民や関係者にお知らせする周知活動等の強化 

   次のとおり周知方法等の強化に取り組んでいく。 

  なお、その際は、訓練内容を充実していくことを十分説明していく。 

（１）訪問活動の強化 

    高校、特別支援学校、企業・事業所、各所支援機関、市町村等への訪問を強化していく。 

 

（２）周知媒体の充実 

    ＨＰを活用した情報発信やパンフレット等ＰＲ資料の充実を図っていく。 

 

（３）修了生の就労状況等の発信 

    修了後の活動状況や日々の就労状況を、入校検討者や就労支援関係者、事業主等広く

社会に届けることができるよう、関係者に情報提供していく。 

※ その際は本人の意向及びプライバシー等に配慮する。 

 

（４）見学者の随時受け入れについての周知 

    現在実施している見学希望者の随時受け入れについて、その周知を強化していく。 

 

（５）関係機関との連携による周知活動の強化 

    上の（１）～（４）の取り組みと並行して、高等学校（公立・私立）、特別支援学校、

支援機関、支援企業・事業所、市町村等との情報交換や情報提供などを行い、連携を図

りながら周知活動の強化につなげていく。 
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５ 受入体制等について 

（１）訓練手当について 

    現行の状態（要件を満たす対象者に予算の範囲内で支給している。）を継続する。 

（２）寄宿舎での受け入れについて 

現在、寄宿舎を含めて、専門校の施設・建物の再整備（各建物の再整備）を検討してい

るところであり、再整備工事完了後（令和４年度～５年度の見込み）は、販売実務科の訓

練生を受け入れることができるよう、検討（建物の構造・設備面や寮の運営方法の見直し

等）を進めている。 

    【※補足】 現在の寄宿舎は、構造・設備面（老朽化、2 人部屋、セキュリティー面

等）や運営面（健康管理や安全対策）が脆弱であり、販売実務科の訓練生

を受け入れ対象とすることは現時点では困難な状況と判断し、自宅等から

通所が難しい訓練生の場合は、グループホームを推奨している。 

 

 

６ 訓練生に対する就職支援について 

本人が希望する職種や企業・事業所に就けるように取り組んでいる新規就職先の開拓を

含む現行の支援を継続のうえ就職支援をさらに充実させる。 

 

 

７ 修了者（就職退校者を含む。）への支援について 

現在は、定着支援等を主に、修了生（就職退校者を含む。）に対して、修了後１か月後、３か月

後、６か月後、１年後の時期に本人との面接などにより近況ヒアリングや各種アドバイス等のフォロ

ーアップを行うとともに、勤務先の企業・事業所から就労状況の確認を行っているが、その後は、１

年毎に（～修了後５年まで）同様の支援や情報収集を行っているところである。 

今後もこの支援等を継続するが、専門性の高い各関係機関等の協力を得て対応するなど支援

の実効性を高めるために必要な調整を行っていく。 

 

 

８ 不断の取り組みとして科の充実や改善を図るための仕組みづくり 

（１）就職先事業所からの意見聴取 

   ・修了生（就職退校者を含む。）の就職先事業所から、科の充実や改善を図るためのアド

バイス等をいただくため、本人の就職後６か月から１２か月の間に就職先事業所に対

するヒアリング及び書面アンケートを新たに実施する。 

（２）特別支援学校（県教育委員会特別支援教育課）等との定期的意見交換 

   ・訓練内容の接続や役割分担・棲み分けに向けた調整作業 

   ・特別支援学校卒業生の接続支援（ケース対応）に関する連絡調整 

    ※ 定期的意見交換は実務担当者で実施する。 
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９ 科の運営状況や科の設置効果を測る指標等の設定 

（１）訓練生（修了生）等の満足度評価 

    科の訓練内容等についての評価を得るため、修了（退校）時点において、訓練生（修

了生）や保護者を対象に満足度調査（書面調査）を新たに実施する。 

 

（２）一般就労（就職）率 

    一般就労（就職）率の目標は１００％とし、毎年度その率を捕捉していく。  

     （注１）対象者（母数）は修了生及び就職退校者とする。 

     （注２）就労継続支援事業 A 型事業所は一般就労には含めない。 

 

※ 就職後の職場定着状況については、上記７に記載の修了者（就職退校者を含む。）への

支援活動等によって得られる情報を参考事項として、今後の科の運営等に活用していく。 

 

 

 

１０ 科の名称（変更）について 

科の名称は、入校を検討される方や事業主、県民にとって分かりやすく、かつ訓練の内

容や就職状況に即したものに変更することが望ましいことから、「総合実務科」（仮称）等

に名称変更する方向とする。 

 

 

販売実務科の充実に向けた取り組みの実行に向けて 

○ 今般の検討作業による整理の後、科の充実に向けて整理した『方向性』に沿った具体的

な取組みについては“できるだけ早期に実行に移していく”という基本的な考え方のもと、

できる部分から順次着手していく。 

※ R2 年度の訓練生の募集を既に開始していること等から、カリキュラムの大幅な改変や科名称

の変更については基本的には R3 年度からとなる見込み。 

 

○ また、この『方向性』に沿った具体的な取組み状況については、毎年度、「熊本県立高等

技術専門校連携推進協議会※」に報告し、意見や助言をいただきながらフォローアップを

行い、不断に改善・充実を図っていく。 

※ 専門校の運営方針や訓練内容等に関する協議組織として、地元企業などの関係機関のニーズ

を的確に把握し、地域に根ざした職業訓練の推進を図ることを目的に設置しているもの。 

 

○ 更に、R2 年度、R3 年度、R4 年度の科の運営状況等を踏まえ、R5 年度ごろに（状況によ

っては前倒しの可能性もある）、それまでの取り組みを点検し、再度の見直しを行う。 

 

以上 
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障がいのある方に対する職業訓練施策全般について 

・ 県民に対する障がい者職業訓練は様々な機関・訓練科によって提供されている（第３回の資料３参照）。 

・ この部会では、販売実務科を対象に検討を行ったものであるが、委員から意見をいただいた検討

作業を通して（販売実務科に限らず）障がいのある方に対する職業訓練施策の全体的事項につ

いての課題等を次のとおり把握することができたことから、主な事項を記載する。 

 

○ 国立・障害者職業能力開発校等の県民への周知策の強化について 

障がいのある方やその保護者、学校、各種支援機関、支援関係者などの県民に対して、福岡障

害者職業能力開発校・鹿児島障害者職業能力開発校や、国立職業リハビリテーションセンター（埼

玉県、岡山県）の存在を知ってもらうための周知活動を強化していく。 

 

○ 委託訓練の充実について 

・ 県では毎年度、厚生労働省からの事業委託を受け、委託訓練科（オーダーメイド型訓練を含む。）

を設定している（毎年度県で募集方針を定め、民間教育訓練機関からの企画提案に基づき訓練

科を設定している）。 

・ 近年は、精神障がいのある方、発達障がいのある方の求職者が増加傾向にあることから、その対

応として、オーダーメイド型訓練の制度周知（求職者、事業所）の強化を図るとともに、毎年度の委

託訓練科の設定に当たっては、県下ハローワーク等関係機関で把握された求職・求人の双方の

ニーズを的確にとらえ、ニーズに対応した訓練科の設定に引き続き努めていく。 
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職業能力開発施設拠点化 

県立高等技術専門校施設内訓練検討委員会 

第２回販売実務科部会 
 

令和元年（2019 年）6月 10 日（月）10:00～ 

於：県立高等技術専門校 

 

次 第 

１ あいさつ 

２ 議事 

（１）事務局説明 

・ 本日の会議の進め方等について 

・ 参考資料の説明 

（２）各委員からの意見聴取 

  ① 科継続の必要性について 

  ② 科の設置目的について 

（３）意見交換等 

 

３ その他 

・次回会議日程（7月中旬から 8月上旬を予定）の日程調整は後日確認予定 

― 配布資料 ― 

 

出席者名簿／配席表 

 

本日の会議の進め方等について 

 

メモ用紙 各委員意見（科継続の必要性について） 

メモ用紙 各委員意見（科の設置目的について） 

 

参考資料…第１回会議後に委員からいただいた質問と事務局回答 
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本日の会議の進め方等について 
 

１ 本日会議／次回会議 

 

  本日の会議（第２回部会）は、前回会議（第１回部会）でお願いしました各委員

の御意見を事務局が十分聴取させていただく場にしたいと考えています。 

 

  本日の委員意見や意見交換を基に、次回会議（第３回部会）において「科継続の

必要性」や「科の設置目的」など、今後の販売実務科の方向性についての部会意見

を集約したいと考えています。 

 

２ 本日の会議の進め方 

 

 科継続の必要性について 

 

   各委員から御意見をお願いします。 

（順番は出席者名簿順にお願いします。） 

 

 

 科の設置目的について 

 

各委員から御意見をお願いします。 

（順番は出席者名簿順にお願いします。） 

 

 

 

 

 

※ 今日の会議のまとめ 

 

    上の議論を基に、次回会議（第３回部会）に向けて、事務局で行う作業等に

ついて整理したいと考えています。 
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［高等技術専門校施設内訓練検討委員会 販売実務科部会］ 

 

複数の委員から合計で次の趣旨の質問（Ｑ）がありました。 

これに対する状況又は事務局の考え等（Ａ）は次のとおりです。 

 

① Ｑ 

 

資料「別紙 次回会議で各委員にお願いすることについて」関係 

 

資料には「科継続の必要性の有無とその理由」とあります。 

これは、科を廃止するという意見も排除しないということで各委員の意見

を求めたいのか、あくまでも科を継続していくという前提で各委員の意見を

求めたいのか、どのように理解すればよいでしょうか？ 

次回会議での意見口述をするに当たり確認したいと思います。 

 

 Ａ  

 

 県（事務局）では、今後とも高等技術専門校に知的障がいのある方を対象

とする訓練科（＝販売実務科）の設置を継続し、県内の知的障がいのある方

へ多様な職業訓練の機会を提供していきたいと現時点で考えています。 

その上で、販売実務科が、職業訓練を必要とする県内の知的障がいのある

方からの期待に応えることができるような科にして行きたい（入校対象者や

訓練内容、科名称などについての再点検と必要に応じての改善）と考えてい

ます。 

ここで、販売実務科はその設置から１５年が経過し、この間に特別支援学

校の整備や法定雇用率の改定など、障がい者の就労をとりまく環境が少しず

つ変わってきたものと考えていますので、販売実務科部会の次回の会議で

は、科を廃止するという意見も排除しないということで各委員が科継続の必

要性について、それぞれのお立場からどのような意見をお持ちであるのかを

お聞きしたいと考えているものです。 

 

 

 

② Ｑ 

 

入校対象者について 

※ 資料３の７（１）①関係（P17） 

「軽度の知的障がい者」とは必ずしも B2 の手帳所持者に限らないとのこ

とでしたが、例えば直近 3年間（H29～31）の入校者全 28 人のうち、B2 以外

の障害者は何人でしょうか？ 

また、B2 以外の入校者は総て B1 の方でしょうか？ 

 

 Ａ 

 

 直近 3 年間（H29～31）の入校者全 28 人のうち、療育手帳 B1 判定の人が

３人（各年ごとに 1人づつ）、B2 判定の人が 25 人という構成になっています。 

 また、B2 判定以外の入校者は、これまでその大半が B1 判定の人ですが、

平成 27 年度に A2 判定の人が２人入校されています。（２人とも修了時には

就職決定） 

 

 

 

参考資料 
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③ Ｑ 

 

特別支援学校新卒者の入校理由について 

※ 資料３の７（１）①関係（P17） 

H31 年入校者中 10 人が特別支援学校の新卒者ですが、販売実務科の入校を

希望した理由としてはどのようなものだったでしょうか？ 

「就職を希望したが卒業時はできなかった」という理由がまず考えられま

すが、全員がその理由だったのか、それとも別の理由があったのか、あった

とすればどういった理由なのか、ご教示ください。 

H31 年入校者中 10 人が特別支援学校の新卒者ですが、H31 年度入校者が、

卒業と同時に就労移行支援事業を利用して就職を目指すという方法を選ば

なかった理由として、どのようなことがあると捉えていますか？ 

 

 Ａ  

 

 特別支援学校新卒入校生については、選考試験時の面接や入校前に実施す

る出身の特別支援学校担当者等との移行支援に関する協議・打合せの際に入

校理由について確認しています。 

今年度４月入校の特別支援学校新卒者については、「希望する職種がなか

った。又は見つからなかった。」「特別支援学校とは違う内容の職業訓練を受

けてみたかった。」「就職に向けて不安があるため、職業訓練の受講を希望し

た」等との理由により、特別支援学校卒業時には就職をせず販売実務科に入

校したものと聞いています。 

 

 

 

④ Ｑ 

 

募集方法等の変更の有無（過去５年間）について 

※ 資料３の７（１）①関係（P17） 

新卒者のうち一般高校卒業者が減ってきており、H31 年度は 0 人となりま

した。 

 ただ、以前に比べて一般高校を卒業する療育手帳所持者の就職ニーズが減

ってきているとは思えません。 

販売実務科の募集方針等を、（過去５年間程度の期間のうちに）何らかの

変更をしましたか？ 

 

 Ａ 

 

 販売実務科の募集方針等については、過去５年間程度の期間の中では特に

変更は行っていません。 

新規学卒予定者について、例年、特別支援学校、一般高校を問わず、学校

訪問、進路担当者説明会の開催、オープンキャンパスの実施、新規学卒障が

い者等の職業紹介業務連絡会議への参加及び説明、募集要項等の送付等周知

活動を平等かつ一律に行っている状況ですが、結果的に平成３１年度４月入

校生募集に対し、一般高校新卒予定者からの応募はなかった状況になってい

ます。 
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⑤ Ｑ 

 

卒業後の就労 A 型の利用の減少理由について 

※ 資料３の７（２）②関係（P19） 

卒業者について、就労 A型の利用が H29 年度以降減っていますが、これは

何か理由があってのことでしょうか？ 

 

 Ａ  

 

 販売実務科においては、本人及び保護者の希望する職種・企業、事業所へ

の就職を目標に訓練生への指導や訓練を実施しており、平成２９年度及び３

０年度の修了生全員が希望する職種・企業、事業所に就職した状況です。就

労Ａ型の利用については、特に意図的な理由はなく、結果的に減少した状況

となっています。 

 

 

⑥ Ｑ 

 

卒業後の定着率関係 

※ 資料３の７（２）③関係（P20） 

卒業後の、当初の就職先への定着率が H29 年度修了者から向上しています

が、これは単に年数が経っていないことが理由と捉えていますか？ 

それとも、定着支援の方法等を変えた（改善した）といったことがあって

のことですか？ 

 

 Ａ 

 

 販売実務科においては、本人及び保護者の希望する職種・企業、事業所へ

の就職を目標に以前から訓練生への指導や訓練を行っていますが、平成２９

年度及び３０年度の修了生全員について、希望する職種・企業、事業所に就

職したため、今のところ定着率の向上につながっているものと判断していま

す。 

なお、定着支援の方法等については、特に変更はありませんが、修了生へ

のアフターフォロー対応の際には、就労先の管理者やコーチ、上司等に面会

を求め修了生の就労状況等の確認を必ず行っています。 

 

⑦ Ｑ 

 

卒業（就職退校者を含む。）後、離職した方に対する関与等の有無について 

※ 資料３の７（２）③関係（P20） 

H26～30 年度修了者中 31 人が一般就労し、そのうち今年 4 月 1 日時点で

21 人が当初の就職先に定着しており、離職者 10 人のうち 9 人が再就職した

とあります。 

 この再就職した9人の再就職支援について、販売実務科は関与されたのか、

されたとすれば具体的にどのような関与だったのでしょうか？ 

 

 Ａ  

 

 再就職した 9 人の再就職支援について、販売実務科においては、主体的な

関与はしておらず、実態的には各自が支援を受けている相談支援機関やハロ

ーワークにおいてなされたものでありますが、修了生に対するアフターフォ

ロー対応時に本人から転職や再就職の相談を受けた場合は、状況確認や必要

なアドバイスを行うとともに、相談支援機関やハローワークに情報提供を行

い今後の対応を依頼している状況にあります。 
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⑧ Ｑ 

 

販売実務科と（福岡・鹿児島）障害者職業能力開発校との比較関係 

※ 資料２の６関係（P10） 

ア 熊本県立高等技術専門校の販売実務科では、軽度の知的障がいを対象と

しており、その程度は本県療育手帳の主に B2 を想定しているとのことで

したが、他県（福岡・鹿児島）障害者職業能力開発校において対象とする

知的障がいの程度はどのようになっているのでしょうか？ 

 

イ 軽度の知的障がい者を対象とする熊本県立高等技術専門校の販売実務

科と知的障がい者を対象とする他県（福岡・鹿児島）障害者職業能力開発

校において、「障害の程度の違い（B1,B2 等）」による修了者の就職先に違

いはあるのでしょうか？（その状況を比較できるデータはありますか？） 

 

 

 Ａ  

 

ア 福岡及び鹿児島障害者職業能力開発校においては、募集要項では入校対

象者の知的障がいの程度について定めていません。 

両校ともに入校選考試験（学科・実技・面接・保護者面接）により合否

判定を行っており、訓練生のほとんどが B2 判定の方となっている状況で

す。（各校担当者への聞き取り結果） 

 

イ 販売実務科においては、直近 3年間(H28～30)の就職者 22 人（療育手帳

の B1 判定 4人、B2 判定 18 人）のうち、B1 判定の方は一般就労及び就労 A

型の利用が半数ずつ、B2 判定の方は一般就労が約 83％、就労 A 型の利用

が約 17％となっています。 

  福岡障害者職業能力開発校においては、障がいの程度の違いによって就

職先に明確な違いは見受けられないとのことでした。（福岡校担当者への

聞き取り結果） 

  鹿児島障害者職業能力開発校においては、直近 3年間の入校生は全員が

B2 判定ですが、一般就労が約 9割、就労 A型の利用が約 1割となっていま

す。(鹿児島校担当者への聞き取り結果) 
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⑨ Ｑ 

 

訓練実施状況（就職退校・自己都合退校等）について 
※ 資料３の７（２）②関係（P19） 

平成 26 年度～30 年度の入校者数は計 55 人であり、平成 30 年 10 月コースの１人（訓

練継続中）を除くと 54 人となっています。この 54 人の入校者は平成 26 年４月から平

成 31 年３月までに修了・退校しているはずですが、就職者数は 48 人となっており、

６人が消えています。 

この６人は就職以外の理由で途中退校したと捉えられますが、そうなのでしょう

か？ 

また、そうである場合、退校の理由はどのようなものでしたか？ 

 Ａ  

 

 訓練生の入校後の状況（進路等）は次のとおりです。 

 
 

早期就職者以外の退校者（自己都合退校者）の退校理由（Ｈ26～Ｈ30 で該当者６人） 

① 体調不良による訓練継続の断念。 ３人 

  ⇒ 退校後は、療養に専念させ、その後体調が回復した３人には、就労支援のサ

ポートを行いハローワークや相談支援機関との連携のもと一般就労につなげ

た。 

   

② 病状悪化のため主治医から療養専念の指示（3ケ月で退校）。 1 人 

  ⇒ 現在も療養中 

 

③ 理由もなく長期欠席が続き、その後、本人から退校の意思表示あり。２人 

  ⇒ １人については、退校後に就労サポート等の要請があり、ハローワークとの

連携のもと一般就労につなげた。 

    残りの１人については、退校後、体調不良となり、現在も療養中。 

 

自己都合退校者については、上記②のケースを除き、訓練生及び保護者と複数回に

わたり面談や自宅訪問等を行い訓練継続の途を探るも、最終的に訓練生の意思を尊重

し中途退校となる。 

中途退校後も、本人及び保護者の了解のもと、ハローワークや相談支援機関等との

連携のもと必要なサポートを実施し、一部は、一般就労につなげている状況。 
 

販売実務科の訓練実施状況（H26～H30年度）

就職

退校者

修了

就職者

4月 8 1 7 6 1 0

10月 1 0 0 0 0 0 ※訓練継続中

4月 3 1 2 1 1 0

10月 3 1 2 2 0 0

4月 10 1 9 8 1 0

10月 2 0 2 2 0 0

4月 1年間 10 0 10 10 0 0

4月・10月 半年間 4 1 3 2 1 0

4月 1年間 9 1 8 7 1 0

4月・10月 半年間 5 0 5 2 3 0

55 55 6 48 48 40 8 0

H27

H26

入校生の進路

修了未

就職者

入校年度・月 訓練期間 入校生数

計

9

6

12

14

14

1年間

1年間

1年間

H30

H29

H28

13

自己

都合

退校者

7

4

11

13

就職者
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第４回販売実務科部会（R2.1.28）における委員意見要旨 

 

会議次第 ２（２）各委員意見聴取・意見交換 

 
（注意） 

○ 下は、会議における発言順（時系列）ではなく、意見があった事項・意見交換した事項について、 

資料２「販売実務科の今後の方向性（案）」の１ページ目から順に記載している。 

委員 ・２ページの（果たすべき機能）に※を２つ追加することは良いと考える。ただ、記載の表

現に関して、※の末尾に「必要がある。」と記載があるが、これは不要ではないか。 

・またこの※に記載の内容は重要なので実行段階では計画的に実施されることを期待する。 

→事務局と委員で修正案を検討 

委員 ・２ページの変更後の①に「職業訓練の趣旨や内容を理解し」とある。修正案自体は良いと

思うが、これをうまく運用するためには入校前に、校の様子や訓練内容、カリキュラム等

について教育相談や見学等により、入校検討者に十分周知することが重要と考える。この

ため、科の周知策は「４」に記載があるが、この観点からも、２ページの部分にも、入校

検討者に対する科の内容を十分周知していく旨を記載した方が良いと思う。 

→事務局と委員で修正案を検討 

委員 ・２ページの変更後の（注）について、（ ）の中の「就労移行支援事業」と「就労定着支援

事業」はその内容に照らすと、（ ）内への記載は不要と考える。 

→事務局と委員で修正案を検討 

委員 ・３ページの（２）に「これまでは就職退校を容認していたが」旨の記載があるが、記載の

趣旨（１年間訓練を受講し就職することを基本とする）を誤解なく伝わるような表現にし

た方が良いと思う。「容認」という言葉が気になる。 

・修正文案では、「何のために・・・」ということを追記した方が良いと思う。 

委員 ・自分も１年間きちっと訓練を受けた後に就職することが良いと思う。就職退校について他

県の校の状況を参考として教えて欲しい。 

・専門校の販売実務科で１年間訓練を受け、卒業（修了）したということが一つのステータ

スになることを期待する。 

→事務局と委員で修正案を検討 

委員 ・４ページの「３」の３つめの○に「県内の関係機関が開催する各種研修会への派遣」とあ

るが、（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構では、職業訓練指導員等を対象とした全国規

模の研修会を各地で開催している。これらの研修会に専門校から参加されることを期待す

るので、文案を「県内」を「県内外」として、「県外」も追加して欲しい。 

→事務局と委員で修正案を検討 

委員 ・５ページの「７」について、タイトルは「フォロー」という言葉が使われているが、「定着

支援」という言葉とどのように違うのか。何か特段の意図があるのか。 

・説明文の下の方の２行について、「今後のフォローは・・・」と記載があるが、上の方の４

行に記載の現在行っている取組みを今後も継続するのかどうか、少しはっきりしない文案

となっているが…。 

事務局 ・「フォロー」については、修了生等の定着支援に加えてキャリア形成の支援ということを念

頭にフォローという言葉を使用したところ。 

・今後もこれまでの支援を継続することで考えている。また今後、関係機関の協力を得なが

ら支援することが重要と考えたためこのような文案としたもの。 

・委員の指摘を踏まえ、文案を再検討したい。 
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委員 ・（今の委員の意見に関連して）説明文の下の方の２行の「今後のフォローは・・・」につい

て、専門校による修了生への支援はノウハウ的な限界もあると思うので、修了後の支援は、

（修了後、一定期間経過後は）ノウハウを持つ関係機関に任せるという考え方も大事だと

思う。 

→事務局と委員で修正案を検討 

委員 ・「７」に関連し、５ページから６ページにかけての「９」指標の設定に関する追加提案であ

るが、今（の社会情勢において）は、就職させることは比較的簡単であり、就職後の定着

が困難であり、重要である。このため、修了生の定着率・定着状況について、何らかの形

で指標として設定することはどうかと考える。目標に向けて、取り組んでいくという流れ

を作るためにも。 

・指標を設定する場合は、障害者就業・生活支援センターなど、関係機関が設定しているも

のなども参考になると思う。 

（→今後、事務局で検討します。） 

委員 ・６ページの「販売実務科の充実に向けた取り組みの実行に向けて」について、この部分は

前向きな内容が記載されており、良いと思う。 

・２つ目の○に「高等技術専門校連携推進協議会」とあるが、この会議の委員はどのような

方なのか教えて欲しい。この会議で販売実務科をはじめ障がいのある方に対する就労支援

策についての議論等がなされるものと思うが、障がいのある方に対する就労支援に詳しい

方が入っておられるのかお聞きしたい。入っていないなら、入れていただくことを検討願

いたい。 

事務局 ・障がいのある方に対する就労支援に詳しい方の委員が少ないので、入っていただく方向で

検討します。 

委員 ・「高等技術専門校連携推進協議会」委員に企業の方は入っているのか。 

事務局 ・１つの企業（事業所）という形ではなく、例えば自動車の団体の代表の方という形で企業

の方に委員をお願いしているところ。 

委員 ・６ページの「障がいのある方に対する職業訓練施策全般について」の中に、国立校の周知

について記載があるが、周知策として具体的にどのようなことを考えているか。 

・また、販売実務科を含め、各訓練科を県民の方へ周知する際のパンフレット等を充実して

いくことは重要と思う。 

事務局 ・国立校の周知策を例示し説明。 

委員 ・最後の資料「販売実務科の入校対象者に関する委員意見（特記事項）」について、資料を見

ると、２つの意見が対立したかのような印象を受ける。例えば、意見イの「現行のとおり

知的障がい者のままとすることが良いと考える。」という表現を「知的障がい者を中心と

するままの・・・」といった表現に変更した方が良いと思う。 

→事務局と委員で修正案を検討 

委員 ・確認であるが。訓練生の通学に関して、入校前の自宅から距離等の面から通学が困難な方

は、グループホームを利用して通学することも可能か（認めているか）。 

事務局 ・もちろん可能。これまでも実際におられたところ。 

委員 ・最後の資料「販売実務科の入校対象者に関する委員意見（特記事項）」について、資料の中

には「県立校の施設内訓練科である販売実務科で就労移行支援事業所と同じようなことを

しても意義が少ないのではないか。」など、様々な意見が記載されている。これまでの部

会での議論なので、この資料に記載の内容を変えることは難しいと思うが、再度、自分の

考えを述べておきたい。 

・障がいのある方に対する就労支援は、障がいの種別では、知的障がいのある方よりも、精

神障がいのある方や発達障がいのある方への支援が比較的難しいと一般には言われてい

る。 
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・販売実務科では知的障がいのある方を対象としており、どちらかというと支援が難しい精

神障がいのある方や発達障がいのある方を対象とはしていないので、この面からも販売実

務科の存続の意義を考えていく必要があると思う。 

・販売実務科の意義については、官（県立校の施設内訓練科）と民という観点があると思っ

ており、県立高等技術専門校の訓練科として、県立校で、障がいのある方に対する職業訓

練を、精神障がい者等と比較して比較的支援がやり易い知的障がい者を対象として、官が

実施するのであれば、官で実施する必要性を明確にしておく必要がある、説明することが

求められる、と考える。 

 官がやるのであれば、「ニーズがあるが民では手を出しにくいから」、「民で提供してい

るが量が足りていないから」、「民で手広く提供しているが民では質の向上が不足してい

るから、官がモデル的にやって普及していく」といったことが、官が行う必要性、理由に

なると考える。しかし販売実務科は、この３つのどれに当たるのか、現状ではなかなか難

しい面があると思う。 

・このようなことを念頭に置き、今後の販売実務科を運営に当たることが重要と考えるし、

また、引き続き、科の意義について検討していくことが必要と思う。 

・ここで、一つ聞きたいのが、H2.4 月の入校生の数はどうか。 

事務局 ・R2.4 月の入校生は現在も募集中（段階的に募集）であるが、現時点で決まっているのは 4

月入校の定員 13 人に対して 1回目の募集で 6人が確定しているという状況。 

委員 ・入校生数は、過去に入校生が減少し H31 年度（R1 年度）は少し盛り返したという状況であ

ったと思う。販売実務科では、入校生が少ないから指導員を減らすということはないと思

うので、科を設置継続するのであれば指導員数に見合う訓練生を確保するということは重

要と思う。 

・以前の会議で発言したが、今後も入校生が少ない状況が続くのであれば、科の廃止も含め

て見直す必要があると思っており、時代の状況が今後も変わっていく中で、今後、科をど

のようにしていくのか（入校生の推移を見ながら）引き続き考えていくことが必要と考え

る。 

意見 

交換 

※ 知的障がいのある方と発達障がいのある方の捉え方について委員から質問があり、各委

員、事務局で意見交換等を行った。 

以上 

 

＜事務局から＞ 

 

○ 今日の会議を踏まえまして、事務局で資料の加筆修正を検討します。 

 

○ 検討作業の後、最終案を郵送するので確認等をお願いします。 
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職業能力開発施設拠点化 高等技術専門校施設内訓練検討委員会設置要項  

 

（趣旨） 

第１条 この要項は、職業能力開発施設拠点化高等技術専門校施設内訓練検討委員

会（以下「検討委員会」という。）の設置及び運営について、必要な事項を定める。  

 

（設置目的）  

第２条 熊本県立高等技術専門校（以下「専門校」という。）が公共職業訓練施設と

しての役割を果たし、熊本の地域産業を支える有為な人材を将来にわたり安定的

に育成・輩出していくためには、訓練を充実していくことが必要である。 

専門校の各実習棟をはじめとする建物は、全体的に老朽化していることから、

今後、建物の再整備（ハード整備）に向けた準備作業を進めて行くこととしてい

る。訓練の充実に当たっては、ハード整備とともに、時代の変化や技術革新に対

応したカリキュラムの見直しなどソフト面を充実させることが重要である。 

このため、専門校の施設内訓練（自動車車体整備科、電気配管システム科、総

合建築科及び販売実務科をいう。）の充実等に関する具体的な内容を検討するため、

有識者等による検討委員会を設置する。 

 

（所掌事務）  

第３条 検討委員会は、前条の目的を達成するため、必要な事項について検討する。 

 

（組織） 

第４条 検討委員会は、次の各号に掲げる者（委員）により構成する。  

（１）庁外委員  

専門校の施設内訓練に関連する知見等を有する者。  

 （２）庁内委員  

別表１に掲げる熊本県の関係課の職員、熊本県教育委員会事務局の関係課

の職員及び熊本県立湧心館高等学校の職員 

 （３）熊本県商工観光労働部商工労働局長（以下「商工労働局長」という。）  

２ 庁外委員は、２５人以内とし、商工労働局長が就任を依頼する。 

３ 検討委員会に、会長を置き、商工労働局長をもって充てる。  

４ 会長は、検討委員会の会務を総理する。 

 

（会議） 

第５条 検討委員会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集する。 

２ 会長に事故があるときは、熊本県商工観光労働部商工労働局労働雇用創生課長

がその職務を代行する。 

３ 会長は、必要と認めるときは、委員以外の者の出席を求めることができる。  

４ 会議の議事進行を図るため、司会を置くこととし、熊本県商工観光労働部商工

労働局労働雇用創生課（以下「労働雇用創生課」という。）又は専門校の職員のう

ちから会長があらかじめ指名する。  
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（部会） 

第６条 特定の事項を検討するため、検討委員会に別表２のとおり部会を置く。  

２ 部会は、会長が指名する委員をもって組織する。  

３ 前条各項の規定は部会に適用する。  

 

（（仮称）技能振興センターの設置に関する検討委員会との連携）  

第７条 第３条の検討に当たっては、別に設ける「職業能力開発施設拠点化  （仮称）

技能振興センターの設置に関する検討委員会」と連携し、検討内容について調和

を図るよう努めるものとする。  

 

（庶務） 

第８条 検討委員会の庶務は、熊本県商工観光労働部商工労働局（労働雇用創生課

及び専門校）において処理する。  

 

（雑則） 

第９条 この要項に定めるもののほか、検討委員会の運営に関し必要な事項は、会

長が別に定める。  

２ この要項を改正するときは、商工労働局長の決裁により改正できるものとし、

その改正内容は、改正した直後の会議で委員に報告するものとする。  

 

（附則） 

 この要項は、平成３１年（２０１９年）３月２０日から施行する。  

 

別表１（第４条関係） 

健康福祉部子ども・障がい福祉局 障がい者支援課 

教育委員会事務局教育指導局 高校教育課 

教育委員会事務局教育指導局 義務教育課 

教育委員会事務局教育指導局 特別支援教育課 

 

別表２（第６条関係） 

自動車車体整備科部会 

電気配管システム科部会 

総合建築科部会 

販売実務科部会 
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高等技術専門校施設内訓練検討委員会　委員名簿
順不同、敬称略

部会 委員名

職　員

職　員

職　員

職　員

職　員

職業能力開発施設拠点化

（一社）熊本県自動車整備振興会　推薦委員

熊本県自動車車体整備協同組合　推薦委員

熊本県自動車整備商工組合　推薦委員

熊本県自動車整備工業協同組合　推薦委員

熊本県自動車販売店協会　推薦委員

熊本県電気工事業工業組合　　推薦委員

（一社）熊本県電設業協会　推薦委員

熊本県電気工事業工業組合　推薦委員

上段：委員就任依頼区分　　下段：所属企業名等

　　（一社）熊本県自動車整備振興会　事業部教育課課長

　　（資）嶋田自動車塗装工場　代表

　　熊本県自動車整備商工組合　専務理事

　　熊本県自動車整備工業協同組合　事務局長

　　熊本県自動車販売店協会　専務理事
電気配
管シス
テム科
部会

熊本県建築組合連合会　推薦委員

（建築一般に関する先端技術動向等）　【個別就任依頼委員】

（一社）熊本県建築士事務所協会　推薦委員

（古民家再生、建築施工管理）　【個別就任依頼委員】

（県教育庁）義務教育課

ポリテクセンター熊本　＜公的機関委員＞

熊本県中小企業家同友会　推薦委員

社会福祉法人熊本県手をつなぐ育成会　推薦委員

熊本障害者就業・生活支援センター　＜公的機関委員＞

（就労移行支援事業所）　【個別就任依頼委員】

（障がいのある方を雇用している事業所）　【個別就任依頼委員】

　　熊本労働局職業安定部職業対策課　地方障害者雇用担当官

　　㈱共同　代表取締役

　　熊本障害者職業センター　主任障害者職業カウンセラー

（熟練・卓越した大工技術）　【個別就任依頼委員】

　　㈲森工務店　代表取締役

　　崇城大学　工学部　教授

　　㈲熊積建築事務所　取締役

　　すまい塾古川設計室㈲　

　　植嶋工務店　代表

県立湧心館高校

熊本障害者職業センター　＜公的機関委員＞

熊本労働局　＜公的機関委員＞

（県教育庁）特別支援教育課

（県庁）障がい者支援課

（県教育庁）高校教育課

総合建
築科部
会

井 主  英 尚

嶋 田  正 人

緒 方  勝 行

瀬 尾  敬 史

川 畑  幸 広

汐 田　康 博

村 上  泰 浩

山 下　智 史

熊 川  嘉 一 郎

山 下  敏 文

宮 本　慎

自動車
車体整
備科部
会

　　西川設備工業㈱　代表取締役

石 坂　敏 明

坂 本  泰 介

西 川  清 明

　　工藤設備工業㈱　代表取締役

　　㈱汐田電設　代表取締役

　　泰明電機㈱　代表取締役

　　不二電気工業㈱　情報通信部長
熊本県管工事業組合連合会　推薦委員

熊本県管工事業組合連合会　推薦委員

科共通

販売実
務科部
会

中 島  範 幸

古 川  保

植 嶋  均

工 藤  光 明

森  正 光

小 川  倫 央

中 村  朗 子

吉 田  周 生

甲 斐  憲 彦

　　ポリテクセンター熊本　職業訓練指導員

　　㈲リタシード・代表取締役

　　（社福）熊本県手をつなぐ育成会　常務理事

　　熊本障害者就業・生活支援センター　支援ワーカー

　　（社福）ライン工房　統括管理者
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熊本県立高等技術専門校 

 〒 ８６１－４１０８ 

    熊本市南区幸田１丁目４番１号 

      電話 ０９６－３７８－０１２１ 

 

 

熊本県商工観光労働部商工労働局労働雇用創生課 

    〒 ８６２－８５７０ 

      熊本市中央区水前寺６丁目１８番１号 

       電話 ０９６－３３３－２３４４（課直通） 
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